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Ⅱ 船橋市下水道事業の概要 
 

１．下水道事業の概要 

 

( 1 )  沿革 

船橋市における下水道事業は、昭和 3 5 年に旧日本住宅公団の施行により、

現在の印旛処理区である高根木戸地区に着手したのがはじまりである。船橋市

独自としては、昭和 3 7 年に西浦処理区における本町湊町地区に着手したのが

始まりである。 

船橋市は、首都圏東部、東京と千葉の中間に位置し、都心から近く、 J R ･私

鉄等豊かな交通網を持ち、成田空港や京葉港の利用面においても非常に恵まれ

た立地条件を備えている。この優れた立地条件が、日本経済の高度成長と相ま

って、昭和 3 5 年頃から公団や民間デベロッパーによる大規模団地開発を呼び、

人口が急激に増加し、昭和 1 2 年の市政施行時に約 4 万 3 千人であった人口も

平成 1 5 年 1 0 月現在では約 5 6 万 5 千人の大都市へと変貌した。しかし、この

人口の急増は排水量の増大による低地部の浸水被害や、生活雑排水による水源

地や公共用水域の汚濁等の発生といった多くの都市問題をもたらすこととな

った。このような自然環境の悪化の阻止及び生活環境の向上を図るため、昭和

5 3 年度に都市の根幹である公共下水道の全体計画が策定された。さらに、平

成 1 3 年度に千葉県の流域別下水道整備総合計画の見直し作業が完了したのを

受けて、船橋市でも「平成 1 4 年度全体計画」が策定された。この全体計画で

は、市域の約 8 1％・ 6 , 9 7 3 h a を下水道計画区域とし、これを主に河川流域に

よる地形的条件によって、単独公共下水道 3 処理区（西浦処理区・高瀬処理区・

津田沼処理区）、流域関連公共下水道 2 処理区（印旛処理区・江戸川左岸処理

区）の 5 処理区に分割して整備することとしている。 

なお、平成 1 5 年度末における下水道計画一般図は である。 
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( 2 )  各処理区の概要 

              処理区の概要 

（注）都市計画法に基づき、県の同意を得て市が正式に決定した整備区域を指す。

                                                    

 

①  西浦処理区 

船橋市の中心市街地を包含し、地形的に低地地域に位置しているため浸水の

常襲区域であった。このため浸水被害の早期解消を図るため、昭和 3 7 年に雨

水整備に着手、昭和 4 5 年に合流式による下水道整備を開始し、現在、事業を

実施中の処理区である。

全体計画は、計画面積 1 , 1 3 1 h a、計画人口 9 8 , 3 0 0 人、1 日最大汚水量 8 6 , 2 8 9

を予定し、昭和 4 5 年に都疎浜ポンプ場、昭和 5 1 年に西浦下水処理場の供用

を開始した。事業の進捗状況は、平成 1 5 年度末現在 5 6 8 h a の区域を整備し、

都市計画決定面積 1 , 1 3 1 h a に対して 5 0 . 2％である。なお、当区域は市川市か

らの流入が一部あり、市川市も一部維持管理費を負担している。 

 

 ② 高瀬処理区

船橋市の中央部を流れている海老川の流域と J R 津田沼駅周辺を包含してお

り、船橋市最大の処理区である。処理区の全体計画は、計画面積 3 , 1 3 5 h a、計

画処理人口 2 6 0 , 3 0 0 人、 1 日最大汚水量 1 5 9 , 0 8 2 、汚水は高瀬町地先の高

瀬下水処理場（敷地面積 2 1 . 1 h a）にて処理を行う計画である。また、排水の

排除方式は、処理区を東西に横断する J R 総武線をほぼ境として海側の 3 3 9 h a

は合流式、山側 2 , 7 9 6 h a は分流式にて計画している。 

1,131ha 1,131ha 568ha 50.2%
3,135ha 2,307ha 617ha 26.7%

382ha 355ha 191ha 53.8%

1,849ha 1,275ha 1,128ha 88.5%

476ha 40ha 40ha 100%
6,973ha 5,108ha 2,544ha 49.8%
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本処理区は、人口集中地区であることから、下水道整備が急務の区域であり、

船橋市にとって懸案の処理区であるが、平成 3 年 1 1 月に宮本地区を含めた都

市計画決定、平成 1 2 年 1 2 月には現認可区域 1 , 1 0 5 h a の事業認可拡大を行っ

ている。事業の進捗状況は、平成 1 5 年度末現在 6 1 7 h a の区域を整備し、都市

計画決定面積 2 , 3 0 7 h a に対して 2 6 . 7％である。なお、当区域は習志野市から

の流入が一部あり、習志野市も一部維持管理費を負担している。 

 

 ③ 津田沼処理区 

習志野市と船橋市にまたがる菊田川流域を対象とした処理区で、船橋市は同

流域の上流部に位置している。 

この処理区の全体計画（船橋市域）は、計画面積 3 8 2 h a、計画処理人口 3 9 , 5 0 0

人を予定しており、汚水の処理は習志野市芝園地先にある津田沼浄化センター

にて処理する計画である。事業の進捗状況は、平成 1 5 年度末現在 1 9 1 h a の区

域を整備し、都市計画決定面積 3 5 5 h a に対して 5 3 . 8％である。なお、当区域

の終末処理場は習志野市が設置、管理を行っており、船橋市は一部維持管理費

を負担している。 

 

 ④ 印旛処理区 

本処理区は、千葉県の印旛沼の水質保全と生活環境の向上を図るため、千葉

県が事業主体となり、関係する 1 2 市 2 町 2 村を対象とする印旛沼流域下水道

に包含される区域である。 

本処理区の全体計画（船橋市域）は、鎌ヶ谷市境から習志野市境に至る区域

の 1 , 8 4 9 h a を計画面積とし、計画人口は 1 5 2 , 1 0 0 人である。本処理区の下水

道事業の進捗状況は、平成 1 5 年度末現在 1 , 1 2 8 h a の区域を整備し、都市計画

決定面積 1 , 2 7 5 h a に対して 8 8 . 5％である。なお、当区域の終末処理場は千葉

県が設置、管理を行っており、船橋市は一部維持管理費を負担している。 

 

 ⑤ 江戸川左岸処理区 

江戸川左岸流域の都市化に伴い流域内河川の水質汚濁が進行してきたため、

昭和 4 7 年に千葉県が主体となり、 8 市を対象とする江戸川左岸流域下水道に
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包含される区域である。 

本処理区の全体計画区域（船橋市域）は、市川市と隣接する本中山、藤原及

び丸山地区等 4 7 6 h a を計画面積とし、計画処理人口 3 7 , 0 0 0 人である。本処理

区の下水道事業の進捗状況は、平成 1 5 年度末現在 4 0 h a の区域を整備し、都市

計画決定面積 4 0 h a に対して 1 0 0％である。なお、当区域の終末処理場は千葉

県が設置、管理を行っており、船橋市は一部維持管理費を負担している。 

 

２．下水道事業の役割及び種類 

 

( 1 )  下水道事業の役割 

船橋市の下水道事業は、市民に対して次の役割を果たしている。

 ・生活環境の改善 

生活又は生産活動に伴って生ずる汚水が速やかに排除されず、住宅地

周辺に滞留すると、悪臭や蚊・蝿等の発生源となり、伝染病の発生の可

能性も増大する。下水道の整備により、汚水の速やかな排除、周辺環境

の向上が図られる。 

 ・便所の水洗化 

くみ取り式便所がもたらす非衛生的な臭気等を水洗化により除去す

ることができる。 

 ・浸水の防除 

わが国の特徴的な気候である降水量の多さがもたらす浸水の被害に

対処するため、都市内に降った雨水を速やかに排除し、浸水の防除を行

うこと、すなわち内水対策が重要な役割の一つとなっている。 

 ・公共用水域の水質の保全 

公共用水域の水質汚濁源としては、工場排水、生活排水等があげられ、

工場排水は排水基準により規制されるが、生活排水はなじみ難いもので

ある。下水道は、生活排水を中心とする汚水を管渠で終末処理場に集め、

適切に処理するので水質汚濁防止に積極的な役割を果たしており、豊か

な自然環境を保全するのに大きく寄与する。 
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( 2 )  下水道事業の種類   

下水道事業の種類は、大きく分けて公営企業として実施されているものと一

般会計・特別会計で実施されているものに分けられる。船橋市の下水道事業は

特別会計で実施されている下水道法上の下水道事業である。なお、下水道法上

の下水道以外のものとして、浄化槽や団地などに見られるコミュニティプラン

トが含まれる。 

2

 

３．施設の概要 

 

下水道施設は大きく、管渠、下水処理場（終末処理場）及びポンプ場に区分

される。船橋市には 2 ヶ所の下水処理場と 4 ヶ所のポンプ場があり、その概要

は である。

 

( 1 ) 西浦下水処理場

1 4 6

5 1 4
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1 5

1 1

h a h a

1 , 1 3 1  9 8  8 6 , 2 8 9 5 6 8 6 8 6 5 , 9 5 0

( 2 )  高瀬下水処理場 

5 6

1 1 4

1 5

1 1

h a h a

3 , 1 3 5 2 6 0  1 5 9 , 0 8 2 6 1 7 5 6 3 9 , 1 0 0

( 3 )  都疎浜ポンプ場 

本町・湊町地区（ 1 1 5 h a）の遮集汚水（合流区域の下水総水量については河

川等へ放流する分と下水処理場で処理する分とに分けられるが、このうち後者

を指す）を西浦下水処理場へ中継及び本町・湊町地区の雨天時排水を行うポン

プ場である。

 

2 1 2 2

4 5 1 2
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( 4 )  宮本ポンプ場 

宮本地区（ 2 1 8 h a）の遮集汚水を高瀬下水処理場へ中継及び雨天時排水のた

めのポンプ場である。 

2 1 5 5

5 5 1 0

 

( 5 )  中山ポンプ場 

本中山地区（ 1 1 7 h a）の遮集汚水を西浦下水処理場へ中継及び本中山地区の

雨天時排水を行うポンプ場である。 

3 5 1 1

4 7 4

( 6 )  湊町雨水ポンプ場 

湊町地区（ 5 9 h a）の雨天時排水を行うポンプ場である。 

2 2 7 1 0

5 4
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４．財政の概要 

 

( 1 )  財務状況

平成 1 3 年度から 1 6 年度までの歳入歳出の推移は次のとおりである（平成

1 3～ 1 5 年度は決算額、 1 6 年度は当初予算額を記載）。 

（単位：百万円） 

1 3 1 4  1 5  1 6

5 4 6 1 , 1 2 3 1 , 1 4 8 1 , 2 8 0  

3 , 5 9 3 3 , 8 1 9 4 , 0 0 6 4 , 2 4 9  

6 , 6 8 6 4 , 9 6 2 5 , 4 1 1 4 , 0 8 9  

6 0 - - -  

8 , 0 7 0 7 , 5 0 0 7 , 3 2 0 7 , 4 2 0  

7 2 6 8 8 4 6 1 9 6 0  

0 0 0 0  

3 2 3 5 4 6 5 5  

2 4 9 1 9 2 1 4 4 7 1  

8 , 0 0 2 8 , 2 4 8 6 , 7 3 3 6 , 7 0 7  

2 7 , 9 6 8 2 6 , 7 6 7 2 5 , 4 3 0 2 3 , 9 3 3  

 
2 , 3 3 0 2 , 3 1 0 2 , 2 5 0 2 , 4 0 7  

2 0 4 1 6 9 1 6 7 1 9 2  

1 , 1 6 6 1 , 1 2 5 1 , 0 4 2 1 , 1 8 3  

1 6 , 3 3 5 1 4 , 8 6 8 1 3 , 5 5 0 1 1 , 2 1 8  

5 2 4 9 6 6 6 0  

2 , 9 2 0 3 , 5 3 0 4 , 1 2 3 4 , 7 9 1  

4 , 0 7 2 4 , 0 9 4 3 , 9 9 1 4 , 0 4 9  

- - - 3 0  

2 7 , 0 8 3 2 6 , 1 4 8 2 5 , 1 9 2 2 3 , 9 3 3  

8 8 4 6 1 9 2 3 7  0

                  

 

歳入に関しては、西浦処理区の下水道整備の拡大に伴い、平成 1 4 年度以降

負担金が増額している。使用料は、普及率の上昇とともに順調に増加している。 

国庫補助金及び一般会計繰入金は減少傾向にあり、市債の起債も平成 1 5 年

度は大幅に減少している。 

歳出に関しては、市債償還金及び市債利子等を除いて減少傾向にある。しか
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し、市債の償還が今後ピークを迎えることになり、財政上の大きな負担となる

ことが予想される。 

 

( 2 )  財源構成 

 ① 下水道建設の財源構成 

下水道建設費には施設、管渠等の建設費・改良費が含まれる。これらの財

源には国庫補助金、市債、その他（受益者負担金、一般市費等）が充当され

ている。 

1 5 4 1

5 0
4 5 5

9 5 5 -

5 0 5 5 4 0 . 5 4 5 4 . 5 5
9 5 5 -

 ②  下水道管理の財源構成

維持管理費は、原則として雨水に係る下水道の維持管理に必要な費用とし

て必要なものは一般市費を財源としてまかなわれ、汚水に係るものは下水道

使用料等でまかなうこととされている。しかし、下水道の公的役割を考慮し、

汚水に係る費用のうち、下水の規制に関する事務経費や不明水（処理水のう

ち有収水や雨水としてカウントされない水のこと）の処理に要する経費、高

度処理・高資本費対策に要する経費の一部又は全部を公費で負担する。また、

市債の元利償還金は、一部（利子補給補助金）を除きすべて一般市費、使用

料、建設負担金等を財源としている。
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( 3 )  市債の概要 

1 3
8 , 0 0 2  2 , 9 2 0 1 1 6 , 3 6 3 4 , 0 7 2  3 . 5 7 %

1 4 8 , 2 4 8  3 , 5 3 0 1 2 1 , 0 8 1 4 , 0 9 4  3 . 4 4 %
1 5 6 , 7 3 3  4 , 1 2 3 1 2 3 , 6 9 1 3 , 9 9 1  3 . 2 6 %
1 6

6 , 7 0 7  4 , 7 9 1 1 2 5 , 6 0 7 4 , 0 4 9  3 . 2 4 %

                               

平成 1 5 年度末における市債の引受先別・利率別残高は次のとおりである。

無利子
（注）

5 7 7  - - - 5 7 7  0 . 5 %

4 . 0 %以下 5 4 , 9 9 7  2 7 , 5 5 6 8 1 5 1 8 2 , 6 8 6  6 6 . 8 %

 4 . 0 %超
 5 . 0 %以下

1 3 , 7 6 7  5 , 6 4 9 - - 1 9 , 4 1 6  1 5 . 7 %

 5 . 0 %超
 6 . 0 %以下

4 , 0 0 4  1 , 9 0 2 - - 5 , 9 0 6  4 . 8 %

 6 . 0 %超
 7 . 0 %以下

6 , 8 1 3  2 , 6 8 6 - - 9 , 4 9 9  7 . 7 %

 7 . 0 %超
 8 . 0 %以下

3 , 0 2 2  2 , 5 5 8 - - 5 , 5 8 1  4 . 5 %

 8 . 0 %超
 9 . 0 %以下

2 4  - - - 2 4  0 . 0 %

計 8 3 , 2 0 4  4 0 , 3 5 3 8 1 5 1 1 2 3 , 6 9 1  1 0 0 %
構成比 6 7 . 3 %  3 2 . 6 % 0 . 1 % 0 . 0 % 1 0 0 %  

                                 

1 7 3

平成 1 3 年度から 1 5 年度にかけて、平均利息率は 3％台前半まで低下してき

ているが、 5％を超える市債も 1 5 年度末の未償還残高の約 1 7％を占める状況

となっている。しかし、市債の繰上償還については、利率 7％以上であること、

有収水量 1 当たり資本費（市債償還金＋支払利息）が 2 5 6 円以上であること

（地方公営企業法非適用の場合、船橋市は平成 1 5 年度 1 3 5 円）、等の厳しい適

用条件がある。船橋市の場合は、これらの適用条件に該当しないため、借換債
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の発行が認められず、金利コストの更なる削減はできない状況にある。

 

５．組織と職員数の推移 
 
( 1 )  組織 

下水道部の中で下水道事業を行う組織は、平成 1 6 年 4 月 1 日現在で 4 課及

び 2 処理場からなっている。平成 1 6 年 4 月 1 日現在の組織は である。 

 

1

2 4

1 5

2 2

2 0

4 8

6

1 3 6

( 2 )  職員数の推移 

平成 1 3 年度以降における職員数の推移は である。なお、（ ）内

は再任用職員数を内数で示している。 

1 3
1 4 1 5 1 6

1 1 1 1  

2 3 2 3 2 3 2 4 1

1 5 1 6 1 6 1 5  

2 2 2 2 2 2 2 2  

2 1 2 0 2 0 2 0  

3 5 4 5 4 4 2 4 8 5

7 7 6 6  

1 2 4 1 3 4 4 1 3 0 1 3 6 6

4 1

平成 1 4 年度に中山ポンプ場の事務が部内の河川管理課から西浦下水処理場

の所管とされたことにより、人員が 1 0 名増加した。また、平成 1 6 年度にそれ



16

まで臨時職員で対応していた業務を一部委託化と正職員 1 名で行い、定年退職

者の再任用制度により再任用職員が 5 名配属されたため、平成 1 5 年度の西浦

下水処理場の人員が合計で 6 名増加した（再任用職員は全員市 O B であり、原

則として週 3 日勤務となっている）。 

西浦下水処理場の運転管理は直営で行っているが、高瀬下水処理場に関して

は外部へ委託しているため、職員数に大きな差がある。 

 
６．今後の計画 

 

( 1 )  財政計画 

平成 1 6 年度から 2 0 年度までの今後 5 年間の財政計画は次のとおりである。 

また、収入における一般会計繰入金は収支差額で算出されたものである。

項目 
平成  

1 6 年度
1 7 年度 1 8 年度 1 9 年度 2 0 年度 

1 , 2 8 0 1 , 1 6 6 9 3 1 8 9 9  8 9 6  

4 , 2 4 9 4 , 4 7 3 4 , 6 7 2 4 , 8 9 7  5 , 1 5 8  

4 , 0 8 9 3 , 3 3 4 3 , 1 1 5 2 , 8 2 9  2 , 7 9 2  

0 0 0 0  0  

6 0 6 0 6 0 6 0  6 0  

1 2 6 1 0 8 9 8 9 0  8 7  

6 , 7 0 7 5 , 7 0 6 5 , 9 1 8 5 , 4 7 7  5 , 4 3 2  

7 , 4 2 0 8 , 4 5 0 8 , 5 8 7 8 , 5 9 4  8 , 4 2 7  

2 3 , 9 3 3 2 3 , 2 9 9 2 3 , 3 8 3 2 2 , 8 4 9  2 2 , 8 5 5  

3 , 7 8 3 4 , 0 4 5 3 , 9 8 2 4 , 0 4 5  4 , 1 3 8  

1 1 , 2 1 8 1 0 , 0 3 4 1 0 , 0 3 5 9 , 4 5 5  9 , 3 0 0  

6 0 6 0 7 4 7 4  7 4  

8 , 8 4 1 9 , 1 2 9 9 , 2 6 1 9 , 2 4 4  9 , 3 1 2  

3 0 3 0 3 0 3 0  3 0  

2 3 , 9 3 3 2 3 , 2 9 9 2 3 , 3 8 3 2 2 , 8 4 9  2 2 , 8 5 5  

0 0 0 0  0  

5 3 5 5 5 9 6 3  6 6

                 1 6 5

歳入においては、平成 1 6 年度以降の整備普及率の上昇とともに使用料収入

が増加し、市債の発行は平成 1 6 年度をピークに減少していく。歳出において
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は、市債の償還金・利子である公債費は 1 6 年度以降も増加していくことが見

込まれている。

 

( 2 )  整備計画 

平成 1 5 年度までの整備実績及び平成 2 0 年度までの整備計画は で

ある。 

 

1 5 2 0

1 1

6 5 , 9 5 0 7 9 , 0 0 0

3 9 , 1 0 0 5 6 , 7 0 0

5 6 8 h a 7 5 8 h a

6 1 7 h a 9 7 8 h a

0 h a 1 2 8 h a

1 9 1 h a 3 3 1 h a

1 , 1 2 8 h a 1 , 2 4 8 h a

4 0 h a 9 2 h a

2 , 5 4 4 h a 3 , 5 3 6 h a

4 9 . 8 % 6 6 . 0 %
2 7 9 , 5 0 0 3 7 6 , 0 0 0

西浦処理区においては、浸水被害解消のため整備していた旧市街地の整備が

ほぼ完了したことから、今後は後背地に向けての整備拡大を図る予定となって

いる。

高瀬処理区においては、処理場の供用開始を皮切りに、津田沼駅周辺を含む

谷津地区をはじめ、未着工地区への本格的な整備展開を図り、津田沼及び印旛

処理区においては、幹線整備の進捗に合わせ上流域への整備拡大を図る予定と

なっている。

江戸川左岸処理区においては、流域下水道幹線の整備にともない、同処理区

内の整備開始を図る予定となっている。
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７．下水道事業の経営分析 

 

( 1 )  事業実績 

 ① 最近 3 年間の推移 

船橋市下水道事業の主要な事業実績及び指標の平成 1 3 年度から 1 5 年度ま

での推移は次のとおりである。 

 

項目
平成

1 3 年度
1 4 年度  1 5 年度

A 5 6 0 5 6 5  5 7 0

 B  2 3 3 2 5 0  2 6 6

 C  2 1 5 2 3 2  2 4 6

  B / A  4 1 . 8 % 4 4 . 2 %  4 6 . 6 %

  C / B  9 2 . 3 % 9 2 . 9 %  9 2 . 7 %

D 3 6 , 6 4 6 4 1 , 2 6 5  4 5 , 2 4 9

E 2 , 0 8 7 2 , 1 0 9  2 , 4 1 8

 F  2 3 , 3 0 3 2 4 , 9 2 5  2 6 , 4 3 7

  F / D  6 3 . 6 % 6 0 . 4 %  5 8 . 4 %

2 2  2

3 3 1 1 2 3 1 3 3  1 3 0

 G  6 3 7 3  7 0

6 0 6 0  6 0

1  B / G  3 , 7 1 3 3 , 4 2 4  3 , 8 0 0

1   D / G   5 8 1 . 6 5 6 5 . 2  6 4 6 . 4

2 0 1 , 8 7 5 1 , 8 7 5  1 , 8 7 5

 H  3 , 5 9 3 3 , 8 1 9  4 , 0 0 6

 H / F  1 5 4 1 5 3  1 5 2

 I  5 , 3 4 4 5 , 6 0 2  5 , 6 2 2

  J  2 , 1 3 1 2 , 1 8 1  2 , 0 3 0

  K 1 3 , 2 1 3 3 , 4 2 0  3 , 5 9 1

  I / F  2 2 9 2 2 5  2 1 3

  J / F  9 1 8 8  7 7

   K / F  1 3 8 1 3 7  1 3 6

  H / I  6 7 . 2 % 6 8 . 2 %  7 1 . 3 %

  H / J  1 6 8 . 6 % 1 7 5 . 1 %  1 9 7 . 3 %

 L  3 , 1 6 0 3 , 2 9 4  3 , 4 5 5

  L / E  1 , 5 1 4 1 , 5 6 1  1 , 4 2 9

1
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2

1 1

1 1

2 0
1

1

1

1 0 0

1

 

船橋市においては①普及率が低水準であるが、平成 2 0 年度までに 6 6％、

平成 2 3 年度までに 7 5％という事業計画に基づき今後も普及率を向上させて

いく予定である。

③有収率は 6 0％台と低くなっている。これは、高瀬処理区の一部及び西浦

処理区の大半が合流式であり、雨天時には汚水だけではなく多くの雨水も下

水処理場に流入するため、必然的に汚水処理量が多くなってしまうためであ

る。また、平成 1 5 年 4 月に供用開始された谷津幹線（谷津地区の排水を高

瀬下水処理場に運んでいる）が合流式であることから、平成 1 5 年度の有収

率は更に低下している。

④職員 1 人当たり処理区域内人口及び⑤職員 1 人当たり年間汚水処理量は、
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平成 1 3 年度から平成 1 4 年度に中山ポンプ場の職員数が増加したことに伴い

減少しているものの、平成 1 5 年度には普及率の向上に伴い増加に転じてい

る。

⑧汚水処理単価及び⑨原価回収率については、徐々に改善されているが、

これは、汚水処理原価のうち資本費が増加しているものの、有収水量の増加

やコスト削減により維持管理費が減少しているためである。ただし、平成 1 5

年度以降も数年は資本費負担が高く推移する見通しである。 

 

 ② 他都市との比較 

平成 1 4 年度の主要な事業実績及び指標について、3 0 万人以上都市平均（法

非適用都市）、県内の類似規模都市や近隣都市と比較を行った。 

 

3 0

1 8

A 5 6 5 4 9 4 9 0 5 4 6 0  4 7 4 1 5 6

 B 2 5 0 4 2 1 8 0 9 2 8 3  3 3 5 1 2 0

 C
2 3 2 3 9 3 7 6 7 2 5 1  3 0 6 1 1 4

  B / A 4 4 . 2 % 8 5 . 2 % 8 9 . 3 % 6 1 . 5 %  7 0 . 6 % 7 6 . 9 %

  C / B 9 2 . 9 % 9 3 . 3 % 9 4 . 8 % 8 8 . 6 %  9 1 . 3 % 9 5 . 0 %

D 4 1 , 2 6 5 5 9 , 3 3 8 1 0 3 , 3 7 0 3 5 , 7 8 7  3 8 , 4 3 0 1 8 , 9 2 0

E 2 , 1 0 9 4 , 8 6 0 2 , 5 4 1 1 1 0  2 2 7 1 , 7 5 9

 F 2 4 , 9 2 5 4 7 , 6 0 5 8 4 , 2 8 5 2 9 , 0 5 0  3 1 , 8 9 2 1 2 , 5 9 0

  F / D 6 0 . 4 % 8 0 . 2 % 8 1 . 5 % 8 1 . 1 %  8 2 . 9 % 6 6 . 5 %

2 2 . 2 3 1  2 1

4 1 0 . 9 2 8 2  7 2

1 3 3 1 1 7 2 2 1 5 2  9 0 3 4

 G 7 3 7 6 1 1 3 3 3  3 7 2 0

6 0 4 1 1 0 8 1 9  5 3 1 4

1
 B / G

3 , 4 2 4 5 , 5 3 9 7 , 1 5 9 8 , 5 7 6  9 , 0 5 4 6 , 0 0 0

1
  D / G  

5 6 5 7 8 1 9 1 5 1 , 0 8 4  1 , 0 3 9 9 4 6

2 0
1 , 8 7 5 1 , 7 4 0 2 , 1 8 4  1 , 8 3 7 1 , 5 6 5

/   H 1 5 3 1 1 7 1 3 0 1 3 7  1 1 9 1 1 9

/   I 2 2 5 1 6 1 1 4 5 2 1 4  2 2 6 1 4 5

  J 8 8 8 6 6 0 8 8  8 7 6 9
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3 0

1 8

1 3 7 7 5 8 5 1 2 6  1 3 9 7 6

  H / I 6 8 . 2 % 7 2 . 6 % 8 9 . 6 % 6 4 . 0 %  5 2 . 6 % 8 2 . 0 %

   H / J
1 7 5 . 1 % 1 3 6 . 0 % 2 1 6 . 6 % 1 5 5 . 6 %  1 3 6 . 7 % 1 7 2 . 4 %

1 4

0
20
40
60
80

100

（％）

船橋市 非適用都市 千葉市 市川市 松戸市 習志野市

 

船橋市の①普及率は、3 0 万人以上都市平均（法非適用都市）や県内他都市

（類似規模及び近隣都市）の普及率を大きく下回っているが、市は平成 2 3

年度までに 7 5％まで上昇させる計画であることから、その効率的な実施が望

まれる。 

③有収率についても船橋市は低いが、これは、合流式による整備区域が多

いために多くの雨水を処理していることが主な要因である。 

業務効率を示す④職員 1 人当たり処理区域内人口や⑤職員 1 人当たり年間

汚水処理量について、船橋市は他都市と比較して普及率が低いことから、い

ずれも低くなっている。特に、職員数に占める管渠等の整備にかかわる資本

勘定所属職員の割合が高い。 

また、⑦使用料単価は相対的に高い水準にあるものの、⑨原価回収率は相

対的に高いとはいえない水準となっている。 

以上のことから、船橋市が、使用料単価の上昇が難しい中で、資本費の増

加を抑えながら普及率の増加を行わなければならない厳しい状況にあるこ
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とが把握できる。 

 

( 2 )  財務状況 

 ① 最近 3 年間の推移 

船橋市下水道事業の収益的収支（維持管理に係る収支）及び資本的収支（建

設改良に係る収支）の平成 1 3 年度から 1 5 年度までの推移は次のとおりであ

る。 

 

ア． 収益的収支の推移 

 

1

2

平成
1 3 年度 

1 4 年度 1 5 年度

A 6 , 8 0 0 7 , 2 6 5 7 , 5 9 6

3 , 5 9 3 3 , 8 1 9 4 , 0 0 6

1 3 , 1 2 5 3 , 2 5 4 3 , 4 1 2

8 0 1 9 2 1 7 7

B 2 3 , 1 3 9 3 , 0 7 4 2 , 9 5 4

C 6 1 6 6 8 9 6 7 7

2 , 5 2 2 2 , 3 8 4 2 , 2 7 7

3 , 6 6 0 4 , 1 9 1 4 , 6 4 2

D 9 9 7 9 1 9 9 0 6

E 7 5 6 7 0 8 7 4 9

2 4 0 2 1 0 1 5 7

F 4 , 0 7 2 4 , 0 9 4 3 , 9 9 1

G 4 , 0 7 2 4 , 0 9 4 3 , 9 9 1

5 8 5 1 , 0 1 6 1 , 5 5 7

△ 1 7 1 3 0 8 8 0 7

A B 2 1 6 . 6 % 2 3 6 . 4 % 2 5 7 . 1 %

A D B F 1 0 8 . 1 % 1 1 4 . 1 % 1 2 2 . 4 %

A D E B F 9 7 . 6 % 1 0 4 . 3 % 1 1 1 . 6 %

E A D 9 . 7 % 8 . 7 % 8 . 8 %

G B F 5 6 . 5 % 5 7 . 1 % 5 7 . 5 %

C 9 . 7 9 9 . 4 4 9 . 6 8



23

1 0 0

1 0 0

1 0 0

1 1
1

 

下水道使用料及び雨水処理負担金が増加するとともに、営業費用の減少が

進んだことにより実質収支差引は大幅なプラスに転じている。 

ただし、④総収益に対する他会計繰入金の割合は毎年度 8～ 1 0％を占めて

おり、⑤総費用に対する支払利息の割合は 5 0％台後半という高水準で推移し

ている。

イ． 資本的収支と市債の発行・償還状況の推移

                         

平成
1 3 年度 

1 4 年度 1 5 年度

（資本的収支） 

資本的収入   A  1 9 , 4 4 3 1 8 , 2 7 4 1 6 , 3 0 8

 市債   B  8 , 0 0 2 8 , 2 4 8 6 , 7 3 3

 他会計補助金 4 , 1 8 7 3 , 5 3 7 3 , 1 5 7

 国庫補助金 6 , 6 8 6 4 , 9 6 2 5 , 4 1 1

 その他  5 6 7 1 , 5 2 5 1 , 0 0 5

資本的支出   C    1 9 , 8 7 1 1 8 , 9 7 9 1 8 , 2 4 7

 建設改良費 1 6 , 8 9 8 1 5 , 3 9 9 1 4 , 0 5 7

 市債償還金  D  2 , 9 2 0 3 , 5 3 0 4 , 1 2 3

 その他  5 2 4 9 6 6

収支差引 4 2 7 7 0 5 1 , 9 3 8
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平成
1 3 年度 

1 4 年度 1 5 年度

（市債の状況） 

市債年度末残高 1 1 6 , 3 6 3 1 2 1 , 0 8 1 1 2 3 , 6 9 1

①処理人口 1 人当たり市債残高（千円）  4 9 9 4 8 4 4 6 5

利子償還額 4 , 0 7 2 4 , 0 9 4 3 , 9 9 1

②平均利率 (加重平均 )  3 . 5 % 3 . 4 % 3 . 2 %

③資本的収入に占める市債発行額の割合   B / A  4 1 . 1 % 4 5 . 1 % 4 1 . 2 %

④資本的支出に占める市債償還金の割合   D / C  1 4 . 6 % 1 8 . 5 % 2 2 . 5 %

 

1 1

管渠等の建設に伴う建設改良費が若干減少してきているものの、市債の償

還金負担が増加しており、資本的収支は悪化している。③資本的収入に占め

る市債発行額の割合は、数値が高いほど市債により設備投資をまかなってい

る度合いが高いこととなるが、この値が高くなっていることから施設整備に

おける資金を市債から調達する傾向にあることがわかる。 

 

 ② 他都市との比較 

平成 1 4 年度の収益的収支及び資本的収支について、県内の類似規模都市

や近隣都市と比較を行った。なお、3 0 万人以上都市平均（法非適用都市）に

ついては該当データがないため、参考に法非適用企業全体の平均値とも比較

を行った。 
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1 4  

  A  7 , 2 6 5 1 7 , 7 0 1 4 , 5 8 9 4 , 3 9 0  3 , 3 2 0   
3 , 8 1 9 1 0 , 9 6 9 4 , 0 0 8 3 , 8 1 9  1 , 5 0 5   
3 , 2 5 4 6 , 7 2 4 5 8 1 5 7 1  1 , 6 1 3   

  B 3 , 0 7 4 5 , 9 6 0 2 , 9 8 1 2 , 9 6 5  1 , 3 7 8   

  C  6 8 9 1 , 1 5 8 2 8 1 3 4 4  1 6 7   
2 , 3 8 4 4 , 8 0 2 2 , 7 0 0 2 , 6 2 1  1 , 2 1 1   

4 , 1 9 1 1 1 , 7 4 1 1 , 6 0 8 1 , 4 2 5  1 , 9 4 2   

  D  9 1 9 3 , 0 1 7 3 4 4 1 , 5 8 0  3 0 0   

  E  7 0 8 2 , 9 6 1 3 3 9 1 , 5 7 7  2 6 5   
2 1 0 5 6 5 3  3 5   

  F  4 , 0 9 4 8 , 2 6 1 1 , 9 5 2 3 , 0 0 5  1 , 8 6 6   

  G  4 , 0 9 4 8 , 2 4 2 1 , 9 5 2 3 , 0 0 5  1 , 8 2 3   

1 , 0 1 6 6 , 4 9 7 0 0  3 7 6   

 
( 他会計繰入金  

を除く )  

3 0 8 3 , 5 3 6 △ 3 3 9 △ 1 , 5 7 7 1 1 1  

 

  

  A / B  2 3 6 . 4 % 2 9 7 . 0 % 1 5 3 . 9 % 1 4 8 . 0 %  2 4 0 . 9 %  2 2 1 . 4 %

A + D / B + F
1 1 4 . 1 % 1 4 5 . 6 % 1 0 0 % 1 0 0 %  1 1 1 . 5 %  1 0 7 . 7 %

A + D - E / B + F
1 0 4 . 3 % 1 2 4 . 8 % 9 3 . 1 % 7 3 . 5 %  1 0 3 . 4 %  7 5 . 6 %

E / A + D
8 . 7 % 1 4 . 2 % 6 . 8 % 2 6 . 4 %  7 . 3 %  2 9 . 8 %

G / B + F
5 7 . 1 % 5 7 . 9 % 3 9 . 5 % 5 0 . 3 %  5 6 . 2 %  5 0 . 2 %

1
 C / 9 . 4 4 1 0 . 2 4 8 . 5 1 9 . 2 9  8 . 3 5  1 0 . 6 1

①営業収支比率は相対的に高くなっているが、これは営業収益における雨

水処理負担金収入の割合が習志野市以外の各市よりも高いことに起因して
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いる。この点もあり、他会計繰入金を除いた実質収支差引は比較的高くなっ

ている。

イ．資本的収支と市債の発行・償還状況の比較

                         

科目・項目 

1 4

 
A 1 8 , 2 7 4 1 5 , 1 4 6 4 , 8 2 8 1 , 0 6 3  5 , 3 9 6

 B  8 , 2 4 8 1 1 , 0 8 5 1 , 4 0 4 1 4 7  1 , 8 4 8

3 , 5 3 7 4 2 , 8 3 8 7 0 2  2 , 3 6 1

4 , 9 6 2 3 , 9 5 1 4 7 1 2 1 1  8 7 1

1 , 5 2 5 1 0 6 1 1 5 3  3 1 6

C 1 8 , 9 7 9 2 2 , 9 6 8 4 , 9 1 0 1 , 1 7 0  5 , 7 2 4

1 5 , 3 9 9 1 5 , 9 7 9 3 , 0 1 6 4 1 6  3 , 7 6 8

 D  3 , 5 3 0 6 , 6 4 9 1 , 8 6 8 7 5 3  1 , 7 8 3

7 0 5 7 , 8 2 2 8 2 1 0 7 3 2 8

 

1 2 1 , 0 8 1 2 3 7 , 9 3 4 4 5 , 1 5 9 8 2 , 0 1 2  4 0 , 5 0 3

1
4 8 4 2 9 4 1 5 9 2 4 4  3 3 7

4 , 0 9 4 8 , 2 3 8 1 , 9 5 2 3 , 0 0 6  1 , 8 2 3

3 . 4 % 3 . 5 % 4 . 3 % 3 . 7 %  4 . 5 %

  B / A  
4 5 . 1 % 7 3 . 1 % 2 9 . 0 % 1 3 . 8 %  3 4 . 2 %

  D / C  
1 8 . 5 % 2 8 . 9 % 3 8 . 0 % 6 4 . 3 %  3 1 . 1 %

③資本的収入に占める市債発行額の割合が相対的に高く、建設改良費の財

源を市債から取得する傾向が高いことがわかる。また、①処理人口 1 人当た

り市債残高は高くなっており、普及率が低いことも大きな要因であると考え

られる。


